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■施策の柱

市民力と地域力を活かして、新たな価値や活力を生み出すまちづくりを目指します。

•これまでに延べ1500万人に施設利用されてきたアオーレ長岡は、市民主導のイベントが全体の
80％を超えるなど、多世代の多様で自発的な活動を実現する場となっており、市民活動の「ハレの
場」として定着しました。

•当市の市民協働の理念と「持続可能なまちづくり」「誰一人取り残さない」というSDGsの目標と親
和性が高いことから、活動団体等がSDGｓを意識しながら様々な地域の課題に取り組むことを推
進し、市民協働条例の理念の共有を図りました。

•市民協働センターによるきめ細やかな各種相談受付や研修会の開催による市民活動団体の下支
えや、未来を創る市民活動応援補助金による活動支援などにより、平成24年の市民協働条例制
定以来、市民協働センターに登録している市民団体数は３倍に増加しました。

•市民協働の拠点であるアオーレ長岡を核として、引き続き、まちなかや市域全体に賑
わいが波及するよう、まちの魅力づくりに取り組んでいきます。

•市民協働によるまちづくりはある程度、浸透・定着しているが、コロナ禍後に深まってい
る孤独・孤立対策など新たな課題への対応や団体間の結びつきの強化など時代に
即した協働の深化も検討していきます。

•市内29機関（4大学1高専15専門学校、金融機関、産業界、行政機関）が参画し、 若者の
①アイデアを実現、② 交流創出、③いきいきと働く場づくりの推進により、若者が活躍しやすい地域
づくりを進めています。

•ながおか若者ミーティングでは、意欲ある若者の掘り起こしや活動の後押しをしました。さまざまな若
者が集い、ながおか・若者・しごと機構の理事のコーディネートのもと、密度の濃い交流とアイデア創
出が図られています。

• 「若者提案プロジェクト補助金」により、毎年５件程度のイベントが実施され、２年目以降は自立
したイベントに育っているものも多くあります。 

•女性の可能性を広げる学び合い講座や女子生徒向けの理工系進路選択支援講座により、多様
な活躍に繋がるネットワークづくりと情報発信を行いました。

•市内高等教育機関の学生が、長岡の企業を選ぶ傾向は依然として高くない（R7.3
卒業生の市内就職率：4大学1高専8.5％、専門学校34.2％）ため、学生時代に
市内企業への理解を深める、長岡への愛着を高めるような継続的な取り組みを進め
ます。

• ミライエ長岡を拠点に、学生をはじめとする若者を対象とした人材育成事業を進めてい
くとともに、若者同士や若者と企業の交流事業に取り組んでいきます。また、令和８年
度完成予定の東館には、中高生が気軽に集まり生き生きと活動できる居心地の良い
居場所を整備します。

•審議会などにおける女性登用率は令和７年度で39.6%まで増加し、政策方針決定への女性の
参画の割合は徐々に増えています。

•性別による固定的な役割分担意識など、アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）を認識し
解消するための講座の実施により、企業や地域における男女共同参画や女性活躍推進の意識啓
発を行いました。

•働きやすい環境づくりや、女性活躍の推進を図るため、令和４年度から女性活躍推進アドバイザー
の配置や女性活躍の機運醸成を目的としたシンポジウムを開催するなど、企業や社会に向けた理
解促進を図っています。

•人権教育と人権啓発の施策を進めるため学識経験者、NPO、人権関係団体等で構成する「長
岡市人権懇談会」において、定期的に点検・評価を行い、差別と偏見のない人権が尊重される社
会の実現を目指しています。

•性的少数者への理解と支援の輪を広げるため、パートナーシップ・ファミリーシップ制度の実施や、市
職員向け研修会や市民向け講演会などの意識啓発を行いました。

•ウィルながおかを拠点に、地域おこし協力隊、NPO法人や市民活動団体と連携しなが
ら、市民協働による男女共同参画に取り組んでいきます。

•女性の意見や価値観がまちづくりに反映され、意思決定に参画できる風土の醸成や
リーダー育成などに取り組んでいきます。

•性別による固定的な役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消、男女ともに働き
やすい職場環境づくりや家事育児分担、女性登用の推進、 DV防止が課題であり、
引き続き意識啓発等に取り組みます。

•人権問題には、人権教育の推進、広報・啓発の充実、相談・支援体制の強化、関
係機関等との連携が共通の課題であるため、引き続き意識啓発等に取り組んでいき
ます。 

施策の柱１-１

市民との協働の推進

施策の柱１-２

若者が参画するまちづくりの
推進

施策の柱１-3

男女共同参画の推進と人権
の尊重

施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性
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政策１ 協働によるまちづくり



•長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町の間で締結した協定に基づき、体育館や文化施設などの
相互利用や、隣接する区域での消防出動の相互応援体制の構築などを進めています。また、三条
市とも公の施設の相互利用協定を締結し、市民の暮らし易さ向上に取り組んでいます。

•その結果、R2年度は13,823人であった相互利用者数は、R5年度は26,412人まで増加しています。
また、三条市とでは、R2年度は4,899人であった相互利用者数は、R5年度は9,981人まで増加し
ています。

•人口減少等により地域の発展や維持はさらに困難となっており、施設の機能集約
やさらに踏み込んだ役割分担を構成市町間で行い、いかに連携して相互の地域
の持続性を高めていくか検討する必要があります。 

施策の柱１–５

市民の暮らしやすさを支える
広域的な連携の推進

施策の柱１–６

経営的視点に立った行財政
運営の推進

• 「持続可能な行財政運営プラン」に基づき行財政改革を進めてきました。職員数の削減や民間活
用・業務集約等による効率的なサービス提供に取り組み、令和７年度の収支改善効果見込み額
は16.5億円となりました。

•令和７年度末の財政調整基金の残高は、令和３年度時点の推計よりも改善しています。また、
令和７年度末の建設地方債の残高は令和３年度時点の推計と同様に健全な水準を維持してい
ます。

•人口減少などに対応した公共施設の適正管理のため、施設の縮小・廃止、民営化の推進・民間
サービスの活用等の取り組みにより、 R3～6年度に管理運営費を約3.2億円削減しました。

•市政のあらゆる分野でデジタル技術の導入による変革に取り組み、 誰にでもやさしいデジタル技術が
浸透した社会の実現を目指して、DXを推進しました。

•定型的な行政事務を自動化するRPAやAI-OCRを導入し、作業時間を削減したほか、AIなど先進
的なデジタル技術を活用した業務効率化及び生産性の向上に取り組みました。

•オンライン申請の拡充や書かない窓口・キャッシュレス決済の導入により、行政サービスの利便性向
上と業務効率化を実現し、利用者満足度80%以上を達成しました。

•オープンイノベーション事業として、民間事業者からのアイデアによる実証実験を令和元年から令和
７年度にかけて実施し、民間事業者にフィールドを提供するとともに、地域課題の解決を図りました。

•イノベーション人材の育成につながるフォーラムやＡＩハッカソン等の開催、地域DX推進の拠点「な
がおかDXセンター」の開設など、民間活力を生かしたデジタル人材の育成や官民連携による地域の
DX推進に取り組みました。 

•人口減少等により複雑化する諸課題に対応するため、デジタル社会を前提とした
行政サービス改革などをさらに推進し、時代の変化に対応した行政運営を目指し
ます。また、物価上昇等による固定費等の増嵩に係る一般財源が増加しているこ
とを踏まえて、行政運営経費等のさらなる節減に向け、新たな取組の検討を進め
ます。

•効率的・効果的なサービスの提供に適した公共施設のあり方を目指し、機能縮
小・廃止、複合化や管理運営方法の見直し等をすすめ、施設の適正管理に取組
みます。

•急速に進化するAI技術をはじめとする先進技術を積極的に利活用し、ＢＰＲ
（業務改革）の徹底による行政事務の効率化と、市民サービスの更なる向上に
取り組みます。

•オンライン申請や書かない窓口の対象手続を拡大するとともに、「行かない・書かな
い・待たない窓口」の実現を目指します。

•民間企業等との連携を活かしたオープンイノベーションの推進により、地域の特性や
実情に適した課題解決に取り組み、市民生活の向上と行政事務の効率化を図り
ます。

• 「イノベーション先進都市長岡」の実現に向け、官民連携による地域・企業のＤＸ
の推進やデジタル人材の確保・育成、ＡＩやＤＸによるあらゆる分野の地域課題
解決等に取り組みます。

施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性
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•シティホールプラザ「アオーレ長岡」運営事業
•長岡市の市民協働とSDGs
•ながおか･若者･しごと機構事業
•第２次長岡市人権教育・啓発推進計画
•第３次ながおか男女共同参画基本計画
•長岡市特定事業主行動計画
•多文化共生ビジョン
•長岡地域定住自立圏共生ビジョン
•持続可能な行財政運営プラン
•持続可能な行財政運営プランに係る「今後の財政見通し」
•長岡市公共施設等総合管理計画
•長岡市公共建築物適正化計画
•長岡市ＤＸ推進本部会議 ＤＸ推進方針
•市政広報事業
  

•令和元年度に多言語通訳コールセンターを県内で最初に設置するとともに、ベトナム相談員の設
置による多言語相談対応の強化や、SNS・HP・多言語情報誌等、多彩な情報発信手法を活用
し、安心して暮らせる環境づくりに努めています。

•平成29年時点で2,099人（総人口比0.77％）の外国人住民が令和８年には
3,155人（総人口比1.26％）と急増しており、引き続き時代背景に合わせた外国
人との共生施策を展開していきます。

施策の柱１–4

多文化共生社会の推進

■関連する計画・ビジョン・事業



■施策の柱

子育て支援や教育の充実、市民主体の文化・スポーツ活動への支援などにより、長岡への愛着と誇りを持った人材の
育成を目指します。

•冊子「ながおか学」の活用や長岡市教育情報プラットフォーム「こめぷら」による地域の歴史や自然、文
化、産業に関するコンテンツの配信などにより、子どもたちの心にふるさと長岡への愛着と誇りを育んでい
ます。

•長岡版コミュニティ・スクール（学校運営協議会）を設置し、地域防災訓練や不登校支援など、地域
の課題や実情に即した教育活動に子どもと地域の人が協働で取り組み、地域総ぐるみでふるさと長岡
を愛する子どもを育てています。

•郷土の偉人・先人について学びながら「米百俵」の精神を理解し、次世代にも継承しています。国漢学
校跡地に立地する「米百俵プレイスミライエ長岡」に互尊文庫を整備しました。

•それぞれの地域の特色を生かした地域学習を展開し、ふるさとへの愛着と誇りを醸成しています。

•大英博物館で長岡の火焔型土器を常設展示し、長岡の誇る火焔土器と縄文文化を世界に発信し
ています。また、縄文文化に関する特別展や講演会を開催し、市民に縄文文化の魅力を発信していま
す。

•長岡市平和祈念式典、ながおか平和フォーラム等の各種事業を通じ、戦争の悲惨さと平和の尊さを
次世代に伝承・発信しています。

•戦災資料館での学習のほか、長岡青年会議所の出前講座、小中学校の平和に関する創作劇など、
各団体等が行う事業に協力することで、市内約９割の学校が平和学習を実践しました。

•広島平和記念式典へは10年間で142人の中学生を派遣するなど、子どもたちが平和を希求する心を
育む事業に取り組んでいます。

•姉妹都市との青少年交流を通じて、郷土、異文化、世界平和に対する理解を深めています。

•冊子「ながおか学」をデジタル版にして、小中学生全員に配布して活用を推進し、長岡教
育情報プラットフォーム「こめぷら」による動画コンテンツ等の充実を図り、ふるさと長岡につい
て興味・関心をもって学べるようにしていきます。

•学校と地域が「育てたい子どもの姿」を共有し、その実現に向けた地域それぞれの多様なス
タイルの協働による取組を通じて、子どもたちのふるさとへの愛着や誇りを育みます。

• 「米百俵」の精神に関する講座内容の更なる充実のほか、阪之上小学校伝統館、河井継
之助記念館、歴史文書館、ミライエ長岡を活用し、長岡の歴史について理解を深め、次世
代を担う子どもたちに「米百俵」の精神をはじめとした長岡の歴史を継承していきます。

•郷土の歴史や文化を理解することで、ふるさとへの愛着と誇りを醸成していきます。

•大英博物館等との交流事業や関連する特別展等を継続し、縄文文化と火焔土器につい
て国内外に発信していきます。

•来年で空襲から80年を迎え、年々悲惨な史実を語る人が少なくなっています。戦争を知ら
ないあらゆる世代の一人ひとりが継承し行動していくという思いを育むため、若い世代を巻き
込みながら伝承の仕組みを検討していきます。

•令和８年５月に移転する戦災資料館では、遺影の常設展示、空襲の悲惨さを心と体で
感じる体験型展示、戦災からの復興や恒久平和への取り組み、長岡花火の由来など内容
を拡充します。周辺の歴史関連施設と連携して資料館との回遊性を高め、市民をはじめ、
長岡花火観覧者なども含めた数多くの方から来館いただき、今を生きる自分たちと長岡空
襲との関わりを感じ、世界に向けて平和への思いを発信できる場所にしていきます。

•故郷の素晴らしさ、また恒久平和について自ら発信できる人材を育成します。

•子育ての駅などに相談体制を整備したほか、「ままリラ」「ままナビ」等により長岡版ネウボラを推進し、きめ
細かい支援を実施しました。さらに令和７年度からはこども家庭センターが設置され、母子保健と児童
福祉の一体的支援により、切れ目のない相談支援の充実が図られています。

•発達相談については、多様化・複雑化する相談内容に合わせ、関係機関と連携して対応したほか、保
護者同士の交流の場を開設しピアサポートによる支援を図るなど、相談支援体制の充実に努めていま
す。

•保育園等では、３歳未満児や配慮が必要な子どもの保育、病児･病後児保育など多様化する保育
ニーズに対応し、教育・保育環境の充実に取り組んでいます。

•公設のすべての児童会館・児童クラブの運営を民間事業者へ業務委託し、多様化するニーズに対応す
るとともに、保護者にとってもより利便性の高い「児童の居場所・生活の場」となるよう取り組みました。

•子育ての駅については、子どもの遊び場としての機能に加え、子育てコンシェルジュが保護者に寄り添った
相談支援や関係機関につなぐ支援を行い、保護者が気軽に相談できる場を提供しています。また、専
門職による相談会や講座に加え、季節のイベントやパパも参加しやすい体験型講座など多彩な取組を
実施し、交流の場としての役割も果たしています。

•中学生を対象に、生命の誕生や命の大切さをテーマにした講座や乳児と母親とのふれあい交流を実施
しています。

•保育園等では、保護者を対象とした家庭教育講座の開催のほか、小中学校と継続した交流・連携を
通じて発達段階に合わせた適切な教育・保育活動に取り組んでいます。

•令和７年４月に設置したこども家庭センターでは、母子保健と児童福祉を一体的に担い、
保健師等の専門職が子どもの成長に応じた伴走型支援を実施します。また、「ままリラ」「ま
まナビ」や拡充した「産後ケア」等により、一人ひとりのニーズに合わせて妊娠・出産・育児を
切れ目なく支援します。

•子どもの発達に関して経験豊富な医師や心理士など専門職を活用しながら、園や学校、
医療機関等関係機関との連携を強化し、一人ひとりの子どもの将来を見据え、た保護者に
寄り添った相談支援の充実に努めていきます。

•引き続き、保育ニーズに対応するために保育園等の環境の充実に取り組みます。

•児童会館・児童クラブについて、民間事業者のノウハウを活用しながら、児童が安全・安心
に過ごすことができる環境づくりに一層取り組んでいきます。

•子育ての駅等については、今後も時代の変化や利用者ニーズに対応した事業展開を目指
し、市民力、地域力を活かしたネットワークづくりを進めるとともに、相談・交流支援のさらな
る充実を図ります。

•中学校等と連携を図り、命の尊さや成長・子育てについて学ぶ機会を提供し、やがて自分
たちも大人になり自立していくという意識の醸成を図ります。

•幼児教育の資質向上のために、各園の実情に応じ、発達段階に合わせた適切な教育・保
育活動に一層取り組んでいきます。

施策の柱２-１

郷土愛の醸成による
人材の育成

施策の柱２-２

子ども・子育て支援の
充実

施策の柱
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10年間の実績（成果） 今後の方向性

政策２ 人材育成



•子どもが熱中・感動する豊かで多様な体験づくりの一環として、ロボコン教室やプログラミング出前授業、長
岡造形大学での夢づくり工房等での体験活動を展開してきました。これらの取組に加え、時代の変化に
応じて事業の拡充や見直しを図りながら、子どもの創作意欲やものづくり意欲を高めるとともに、豊かな人
間性の育成に寄与してきました。

• ICTを活用した長岡独自の教育体制である「Edu-Diver構想」のもと、１人１台タブレット端末の配付や
通信ネットワーク環境の整備、利用可能な学習サービスの拡充を進めました。

• これにより、「授業イノベーション」の視点による効果的なＩＣＴ活用はさらに進化し、個々の教育的ニー
ズに応じた個別学習支援や多様な関わりを生かした学びが一層充実しています。

•教員OB・OGの指導主事によるマンツーマン研修を通して、人間性豊かな教員としての資質や指導力の
向上を目指し、自ら伸びようとチャレンジする教員をサポートしています。

•介助員等の人的支援や特別な支援を必要とする児童生徒の環境整備を通して、個に応じたサポートを
行い、すべての子どもの個性や可能性を伸ばす教育を進めました。

•不登校児童生徒が安心して通うことのできる自立支援スペース「ほっとルーム」のほか、子ども・青少年相
談センターの相談・支援体制を整備し、社会的自立に向けた適切な支援の充実を図ることができました。
また、学校には登校できているものの教室に入りづらい児童生徒の居場所として、中学校区内に教育支
援センター「いこ～れ」を開設し、モデル校として４中学校区に設置することができました。

•学校施設の改修工事を計画的に実施し、トイレの洋式化率の向上、冷房設備設置室の拡充など、安
全性や快適性を確保した教育環境の向上に努めています。

•地域住民により組織された団体による交通安全指導や通学路等防犯巡視を行い、児童生徒の安全確
保を図ることができました。

•食物アレルギー研修の開催や学校保健の手引きの改訂と周知により食物アレルギーの基礎知識や救急
対応の実践力を高めています。

•保幼小中の合同会議を開催したほか、中学校区での保育や授業の参観、子どもに関する情報交換など
の機会をとおして、相互理解を深めながら連携体制を構築してきました。また、「育てたい子どもの姿」の具
現を目指し、グループや地域の実情に合わせた取組を推進しました。

•家庭の経済状況に関わらず子どもたちが安心して学べる環境づくりのため、所得状況に応じて就学援助
費を支給し学用品等の支援を行っています。

•小規模校などを対象に、教育環境を考える保護者懇談会を開催し、保護者と率直な意見交換を行い、
子どもの望ましい教育環境や学校のあり方について検討しています。

•新しい米百俵！長岡「熱中！感動！夢づくり教育」を柱として、ふるさと長岡への愛着や誇り
を土台に社会に貢献できる資質・能力の育成を引き続き推進していきます。

• Edu-Diver構想のもと、子ども、保護者、企業関係者、教育関係者と連携し、長岡教育情
報プラットフォーム「こめぷら」のコンテンツや情報の一層の充実を図り、どのような状況において
も一人ひとりの子どもに最適な学びを保障していきます。

• ICTを含む多様な手段を効果的に活用し、「共に学ぶ」授業づくりの実践を進めるとともに、校
務系・学習系データの連携による教育の高度化や「校務DX」を推進し、教育の質の向上と
教職員の負担軽減を図ります。

•各学校との連携を図り、教員が研修に参加しやすい環境づくりに取り組むとともに、個々の
ニーズに合わせた研修を実施していきます。

•アウトリーチ等の活用のほか、DXを推進して支援方針や見えにくい特性の明確化に取り組み、
多様な教育的ニーズに対する理解と支援を進めていきます。

•不登校支援においては、初期対応の徹底を図るとともに、児童生徒の居場所となる校内教
育支援センターの充実や、不適応を生みにくい「魅力ある学校づくり」、「授業イノベーションに
よる授業づくりと学級づくり」、「心の通う人間関係づくり」に向けた取組を推進していきます。さ
らに、自立支援スペース「ほっとルーム」や子ども・青少年相談センターなどの相談・支援体制に
ついてもより適切な支援が行える体制を構築していきます。

•引き続き、既存の公共施設を有効活用できるよう、各種設備の改修や、LANの整備、バリア
フリー化など、計画的に改修工事を実施し、良質な教育環境を維持していきます。

•セーフティーパトロール団体等による子どもの安全を守る活動を奨励するとともに、「長岡市通
学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関と連携しながら児童生徒の安全な登下校を
確保していきます。

•食物アレルギーを持つ児童生徒が、安心・安全で快適な学校生活を送れるように、緊急時の
校内体制や連絡体制を確立するとともに、アレルギー専門医を講師に迎え、実践効果が高
い研修会を開催していきます。

•保幼小中において、子どもの育ちと学びを切れ目なくつなぐため、 これまで構築した連携体制
を活かしながら、子どもの変容や連携で得た知見を基に保育・教育活動の見直しを図ります。

•就学援助費については該当の保護者に支給し、必要な支援を行っていきます。

•子どもたちにとって望ましい教育環境のあり方について保護者と地域の理解を深めていきます。

施策の柱２-3

質の高い教育の推進

施策の柱２–4

生涯にわたるまなびの場
の充実

•図書館未設置地域に取次所を設置するとともに、移動図書館車「米百俵号」で学校・保育園・各コミセ

ン等を巡回し、読書に親しむ機会の充実に取り組んでいます。

•時宜にかなった話題や新収蔵資料などをテーマに、博物館・地域資料館などで特別展・企画展を開催し、
市民が自然・歴史・文化に触れる機会を提供しました。

•休日に活動している部活動について、令和７年９月にながおかCome100クラブ活動84クラブを全市一
斉に開始しました。今後予定される平日の部活動の地域展開や少子化の進行による活動の様々な課
題について、検討を進めます。

•まちなかキャンパスでは、学びと交流による人づくりを進めるため、市内4大学1高専と協働し、年間80程度
の多彩な講座を企画、実施しました。定員に対する受講者の割合は全講座平均で90％以上と高く、地
域のために還元できる人材の育成を図っています。

• 「米百俵」の精神を受け継ぎ、多様な人材が集まり時代の変化に対応した新しい学びやチャレンジの機会
に出会える場として、令和５年度に未来の長岡を支える人づくり・学びの拠点となるミライエ長岡を開館し、
互尊文庫を移転しました。

•東京フィル演奏会、アフィニス夏の音楽祭、市民芸術文化活動助成事業など、年間を通じて幅広い年齢
層を対象とした質の高い芸術文化事業の開催や、市民の文化活動への支援を通じ、芸術文化の振興、
生涯学習機会の充実を図りました。

•スポーツ選手の育成・強化に取り組み、長岡出身選手が冬季オリンピックで入賞したほか、全国大会等へ
の出場者数が増加しました。

•スポーツに関わりたいと回答する市民の割合が増加しました。

 

•図書館、博物館、美術館が連携し、地域文化資源の保全と活用を図ることで地域の要望
や社会の要請に応えていきます。

•様々なテーマの展示会や普及活動などを実施することで、幅広い世代への学びの場としての
役割を果たしていきます。

•生徒のニーズにあった活動機会の提供に向け、地域と連携したスポーツ・文化活動を実施で
きる環境を整備していきます。

•人材育成の拠点であるミライエ長岡を中心に、まちなかキャンパスの講座をはじめ、互尊文庫、
NaDeC BASE等の活用や、東館に入居する国際交流センター、長岡商工会議所やハロー
ワーク等の産業支援機関等との連携により、子どもから高齢者まで幅広い年齢層に多彩な
学びの機会を提供していきます。

•引き続き多彩なジャンルの、質の高い芸術文化に触れる機会を市民に提供し、市民の文化
活動への意欲を醸成します。特に小中学生など、若い年齢層が本物の芸術に触れる機会を
充実していきます。

• 「する」「みる」「ささえる」など様々なスポーツの関わり方を選択できる取組みや、育児などにより
スポーツに関わりたくても関われない市民を支援する取組みなどを推進し、スポーツ参画人口
の拡大を進めます。
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■関連する計画・ビジョン・事業
•米百俵のまち長岡 教育大綱

•長岡市教育振興基本計画

•新しい米百俵！ 長岡市「熱中！感動！夢づくり教育」

•第１期長岡市子育て・育ち“あい”プラン

•第２期長岡市子育て・育ち“あい”プラン 

•長岡市スポーツ推進計画

•長岡市学校施設長期保全・再生計画「スクールフェニックスプラン」

•教育環境を考える保護者懇談会

•学校給食調理業務民間委託

•まちなかキャンパス長岡事業 

•公益財団法人東京フィルハーモニー交響楽団、公益財団法人
長岡市芸術文化振興財団との事業提携協定

•非核平和都市宣言都市 ・長岡の推進

•国際交流協会事業  



■施策の柱

地元企業・地場産業への応援と、新たな雇用と産業の創出により、若々しく成長力のあるまちづくりを目指します。

施策の柱３-１

頑張る地元企業・地場産
業の応援

•まちなか商店街にぎわい創出事業等の実施により、商店街全体の活性化と集客力の向上を図りました。
また、商工団体や金融機関等と連携し、事業継続・事業承継を支援するとともに消費喚起や事業者
支援を実施しました。

•デジタル地域通貨の導入や、市内事業者約100社が参画するECサイトの立ち上げのほか、製造業へ
のNAZEものづくりデジタルオフィサーによる伴走型支援や、NAZE学園の開校、イノベーション加速化補
助金の活用等、デジタル化等市内事業者の生産性の向上を支援しています。

•市が大学や企業と連携して実施している産官学連携プロジェクトは、NaDeC構想推進コンソーシアム
など18にのぼり、連携による産学連携による産業創出と人材育成が進んでいます。

• 4大学1高専が連携し事業者の産学連携を支援する「産学協創センター」をミライエ長岡のNaDeC 
BASEに開設したほか、大学等と事業者を対面でつなぐ「Matching HUB」を実施し、産学連携による
イノベーション創出を図っています。

•脱炭素への取り組みを産業振興につなげる「長岡市省エネ・再エネ産業振興プラットフォーム」や、パワエ
レ研究の先進地の強みを生かした「長岡パワーエレクトロニクス研究会」を立ち上げ、事業者の成長産
業分野への参入を支援しています。

•太陽光発電など再生可能エネルギーの普及を地域経済の活性化につなげていく「長岡市カーボンニュー
トラルチャレンジ戦略2050」を策定し、地域企業とともに、公共施設13か所で10種類の太陽光パネル
実証実験を進めています。

•バイオ技術と既存のものづくり産業の融合による新産業の創出と資源循環の実現を目指す「長岡バイオ
エコノミーコンソーシアム」では、産産・産学連携を促進するバイオサロンの開催、バイオ産業の誘致や県
外展開に対する支援を行っています。

•自治体が参画する全国初の「長岡・産総研 生物資源循環 BIL（ブリッジ・イノベーション・ラボラト
リ）」をミライエ長岡に開設し、市内事業者の新産業創出支援などへの連携体制を構築しました。

•関東経済産業局や、KDDI㈱、楽天グループ㈱、NTT東日本等との連携協定を通じ、地域経済の活
性化やデジタル人材の育成等に向けた支援を実施しました。

•農業者の減少と高齢化が進展する中で、地域農業を持続可能なものとするため、担い手の育成・確保
等推進するとともに、農地の集積・集約による規模拡大、スマート農業や園芸の導入など、効率的で生
産性の高い農業を支援してきました。

•主要農産物である米の需要が今後も減少すると見込まれる中、ながおかこしひかり「金匠」や、ながおか
環境保全米「小さな生き物たちと育むお米」、中山間地域を応援する「MOUNTAIN GIFTS」による米
のブランド化を進め、選ばれる長岡産米の取組を進めてきました。

•森林の持つ災害防止等の多面的な機能を発揮し、人工林からの木材生産を進めるため、林業経営
体が森林経営計画等に基づき計画的に実施する伐採、造林、保育等の森林整備に対して支援を実
施しました。

•地域、企業、教育機関等のデジタル化・ＤＸを推進する民間主導の拠点「ながおかDXセンター」を開
設し、地域DXの推進及び相談窓口として、地元企業・団体等の連携を得ながら、民間主導で地元企
業のDX推進に取り組んでいます。

•市や長岡商工会議所、ハローワーク、金融機関等が一堂に入居するミライエ長岡東館での
ワンストップによる事業者支援を進めます。

•産官金が一体となった事業承継支援とともに、プッシュ型の承継支援を強化し、オープン
ネームマッチングによる支援を検討します。

•デジタル化の取組みをより一層推進するため、データの蓄積・有効活用により、幅広い企業
群からの利用を促していきます。

•パワエレ等の学術研究の強みを生かした成長産業分野での起業・創業や新規市場参入
産業を積極的に支援する産業集積の構築を進めます。

•脱炭素社会の実現に向け、市民・事業者・行政の協働のもと、太陽光発電設備などの導
入を加速させるとともに、再生可能エネルギーの市場開拓に取り組む地元企業を支援して
いきます。

•市が主導して市内事業者の脱炭素への取り組みをクレジット化することで、産業全体の脱
炭素化への機運醸成につなげていきます。

•地域産業の成長につなげるバイオエコノミーの更なる進展を図るため、「長岡・産総研 生
物資源循環 BIL」を核とした産総研や学術機関との共同研究の促進、県外企業等と連
携した地域資源を活用した実証実験を進めます。

•農業を支える多様な人材や意欲ある経営体の確保・育成、需要にあった米生産や園芸導
入による複合化を進めるとともに、スマート農業や次世代園芸施設の導入など新たな技術
を活用した農業への転換を推進し、次世代につなぐ農林水産業を目指します。

•造林、生産、販売等に係る先進的技術の導入を推進するとともに、経営力向上や労働力
強化に向けて林業経営体を支援し、長期にわたる持続的な経営の実現を目指します。

•地域に根ざしたDXを通じて、官民連携によるデジタル人材の育成やDXによるあらゆる分野
における地域課題解決、地域・企業のDXの推進等に全市的に取り組むことにより、さらな
る長岡版イノベーションの推進と地域社会及び産業の発展を目指します。
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施策の柱３-２

起業・創業の促進と新産
業の創出

•効率的な新規事業の立ち上げ方を学ぶ「リーンローンチパッドプログラム」の参加者はR７までに123名と
なり、そこから12社が起業するなど、H26の起業相談窓口の設置以降、これまで延べ353名が起業しまし
た。

•サテライトオフィスの誘致については、駅前を中心にIT企業などこれまでに36社が市内に開設したほか、民
間のコワーキングスペースも4つ開設されるなど、着実に増加しています。

•長岡北スマート流通産業団地全26.7haを分譲するとともに、西部丘陵東地区31.1haを分譲し、既存
公設団地の分譲面積は残り1.6haとなっています。

• U-NEXT HOLDINGSとの協定により発足した長岡ワークモデル「NAGAOKA WORKER」は、現在
170人を超え、賛同企業数も現在94社にのぼり、全国自治体の中でもテレワーク推進のロールモデルに
なっています。 

• NaDeC構想に基づき、市や4大学1高専が取り組むアントレプレナー教育の推進や起業支援
メンターによる伴走支援、先輩起業家と学生が集うコミュニティの形成等を通じて、学生が起業
に向けたアドバイスを得やすく起業しやすい制度を構築します。

•長岡高専や市等が実施する三菱みらい財団助成金事業「地域DXエバンジェリスト創出プロ
グラム」では、全国高専生による地域課題解決を通じて、イノベーション人材の育成と新産業
の創出を図ります。

•サテライトオフィスの設置を進めるための人材確保が課題となる中、長岡ワークモデル
「NAGAOKA WOKER」を推進するとともに、スキルアップセミナー等を通じて人材を育成し、
サテライトオフィスの進出を促進していきます。

•新たな産業団地である29.5haの「中之島中央産業団地」の分譲を進めながら、国の方針や
産業界の需要を見極め、新たな産業団地の可能性と、市内の既存企業の統廃合・移転に
伴い生まれる遊休地の活用を促していきます。 

政策３ さらなる産業の活性化



• 「ながおか働き方プラス応援プロジェクト（はたプラ）」として働き方改革の取組を推進し、賛同企業数
が現在330社にのぼっています。R5からは「はたプラチナ賞」表彰制度を新設し、優良事例の発信を行っ
ています。

•産官学金による長岡グローバル人材活躍推進協議会では、高度外国人材の活躍に向けた機運醸成
を図るとともに、ホーチミン市工科大学やモンゴル高専などの海外大学、国内大学等からの市内企業へ
のインターンシップによる人材交流を進めています。

•働き方改革に積極的に取り組む市内事業者による合同説明会の開催や、大学担当者と企業のマッチ
ング等を促進しました。

•市内事業者のインターンシップへの取り組みを伴走型で支援しています。

•子育て中の方や、学生、高齢者等による短時間で就労が可能なマッチングシステムをR5に導入し、延
べ約2,400名の就労が実現しています。

•就労に困難を抱える若者や就職氷河期世代に対し、長岡地域若者サポートステーションでの相談対
応やジョブトレーニング等を通して就労意欲の向上と就労準備を支援しました。

•担い手農家への農地面積の集積率は令和5年度末67.8%で目標値の90％には届いていませんが国
県の平均より上回っています。新規就農者は3年間で79人と目標を上回っており、支援の効果が表れて
います。

•はたプラ賛同企業を増やしながら、企業の意識啓発を推進し、働きやすい職場づくりに向けた
取組みを継続していきます。

•高度外国人材による市内事業者での活躍を見据えて、変化する支援ニーズを捉えながら受
入環境を整備する企業を支援するとともに、多文化共生への取り組みをさらに推進していきま
す。

•市内事業者の採用活動をさらに支援するため、企業と学生の接点を増やす交流会や、県外
大学に出向いた企業研究セミナーの実施等、若者の地元就職意欲喚起とU・Iターンに資する
事業の強化を図ります。

• ミライエ長岡東館に入居するハローワークプラザ長岡や長岡地域若者サポートステーション等の
労働関連の支援機関と情報交換・連携しながら市内企業への雇用を促進します。

•多様な農業人材を育成・確保するため、体験受け入れや新規就農者を雇用した農家への助
成など、引き続き支援していきます。

•林業の担い手を安定的に確保し定着を図るため、新規就業者を雇用する林業経営体を支
援していきます。   
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施策の柱３-3

働きやすい職場づくりと雇
用の促進

施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

■関連する計画・ビジョン・事業

•経営の複合化に関する事業

•長岡版スマートアグリの推進

•担い手育成総合支援事業

•ながおか米生産振興事業

•西部丘陵東地区の整備

•長岡北スマート流通産業団地の整備

•サテライトオフィスの誘致

•働き方改革推進事業

•地元就職推進事業

•長岡地域若者サポートステーション事業

•担い手育成総合支援事業 

• NaDeC構想（４大学１高専連携プラットフォーム）による産業創出と人材育成

•長岡農業振興地域整備計画

•長岡市森林整備計画

•国土利用計画（長岡市計画）

•長岡市都市計画マスタープラン

•長岡市カーボンニュートラル チャレンジ戦略2050

•商店街活動活性化支援に関する事業

•経営基盤強化、金融対策、事業承継の促進に関する事業

•イノベーション加速化補助金に関する事業

•長岡市DX推進ラボに関する事業

•デジタルものづくり人材育成に関する事業



■施策の柱

市民の誰もが、健やかで元気に、安全で安心に暮らせて、活力が持てる地域社会づくりを目指します。

施策の柱４-１

多世代の健康と生きがい
づくりの推進

施策の柱４-２

福祉・医療体制の充実

•ながおかヘルシープラン21の推進により、運動習慣がある人の割合（40～64歳）が増加していますが、
高血圧、糖尿病による疾病負荷は大きくなっています。

•第３次長岡市食育推進計画に基づいた取組みにより、食育や健康づくりに関する意識の向上が見ら
れ、食育の環が広がっています。

•長岡市自殺対策協議会の設置や目標値を上回るゲートキーパー研修（延べ4,267人を養成）の実
施に取り組む一方で、自殺者は年間50～60人台で高止まりの状態となり、自殺死亡率は国や県を上
回る状況が続いています。

•様々な人や団体、事業者が担い手となり、多様な介護予防・ 生活支援サービスを展開しました。

•生活習慣病の発症予防と重症化予防のため、健康的な生活習慣の継続と健康状態の
改善に向けた取り組みをより一層進めます。

•食育への意識向上が見られる一方で、実際の行動や結果に結びついていない現状があるこ
とから、その傾向が顕著な世代に向けた取組を強化します。

• 「高齢者」「職域層」「若者」「生活困窮者」を重点対象と位置づけ、関係機関との連携・
協働により自殺対策を進めます。

•高齢者が地域で自立した生活を送れるよう、介護予防・生活支援サービスを充実させるとと
もに、サービスの周知や理解を進め、利用者の増加を図ります。 

•地域共生社会の実現に向け、個別計画に沿って地域福祉に関する取り組みを進めています。

•高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、在宅生活を支援するサービスを充実させると
ともに高齢者の相談窓口である地域包括支援センターの対応力向上に努めました。

•必要な障害福祉サービスが十分に供給できるよう事業所と協働で取り組みを進めました。

•休日、平日夜間や小児の急患診療所の継続的な開設により、基幹病院の二次救急の負担軽減に
寄与し、医療提供体制及び小児の救急医療体制の確保に繋がりました。 

•ひきこもり相談支援室を開設し、相談対応にあたるとともに地域連携体制づくりを進めています。

•中山間地における医師不足が深刻化する中、山古志・小国・寺泊地域の市立診療所を維持するとと
もに、高齢者など交通弱者の受診機会の確保及び医師の移動負担の軽減を図るため、山古志・小
国・栃尾地域等で試行的にオンライン診療を導入しました。

• 2040年に要介護認定者数がピークを迎え、医療ニーズの高まりのほか、認知症やひとり暮
らし、身寄りのない高齢者等の増加が見込まれることから、地域包括ケアシステムの深化・
推進を図ります。

•介護が必要になっても自宅で暮らしたいと考える高齢者が多い現状を踏まえ、医療と介護
連携の強化、介護サービスの充実や理解促進を図ります。

•生産年齢人口が減少する中で、介護人材の確保と負担軽減を支援します。

•基幹病院の救急医療事業は市民にとって欠かせないものである一方で、基幹病院の負担
が大きいことから、市の支援を継続するとともに、輪番制による365日救急事業や休日診療
事業等を維持し、安定的な救急医療の確保に努めます。 

•支援につながりやすい環境づくりと、伴走型の支援を一層進め、誰もが安心して生活できる
きめ細やかな支援体制の構築を推進します。

•オンライン診療の試行結果を踏まえ、効果や課題を検証したうえで、市内の診療所等にオ
ンライン診療の普及を図ります。
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施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

施策の柱４-3

地域コミュニティ活動の推
進

•住民主体の地域活動の支援により、市内全地域にコミュニティ推進組織が誕生し、コミュニティセンター
や交流拠点施設の整備も進んでいます。

•新たに課題解決に取り組む事業への補助を創設するなど、コミュニティ推進組織のDX推進や防災力強
化、一体感の醸成など幅広い分野の課題解決を支援しています。

•多世代交流や若者の居場所として、ｅスポーツが体験できる場所を整備し、ミニイベントや体験会等を
実施しました。

•公共交通の人口カバー率は、デマンド交通を、栃尾・和島・寺泊の3地域で立上げたことで、98.5%とな
りました。

•今後も、コミュニティ推進組織への活動支援や施設整備を行いながら、市民が主役のまちづ
くりを進めていきます。

•多様な地域課題を解決し、コミュニティ力の強化を図るため、コミュニティ活動の支援を図り
ます。 

•様々な地域課題を解決するため、ｅスポーツを活用した地域づくり人材の発掘・育成を進
め、大型イベント等の開催により関係人口の交流人口の創出・拡大を図りながら、地域の
活力向上につなげていきます。

•公共交通のさらなる利用を促しながら、公共交通空白地域においては住民の交通手段を
確保するため、需要に応じた生活交通の導入を検討していきます。

政策４ 暮らしの安心と活力



施策の柱４–4

安全で安心なまちづくりの
推進

•防災リーダーは、中越市民防災安全大学受講者数が累計で1,000人を超えるなど、着実に育成が図ら
れています。

•自主防災組織の結成と活動を支援することで、91.6％と高い結成率となっています。一方で組織の活動
率は70%前後のため、活動実績がない団体もあります。

•緊急告知FMラジオの配備・貸与やSNSの活用により災害時の情報伝達体制を強化しました。

•原子力災害から市民等の生命、身体、財産を保護するため、適切な防護措置に必要な体制の構築と
市民等への原子力防災に関する普及啓発に努めました。

•市内における交通事故については、発生件数、事故死者数ともに目標よりも多い状態が続いています。

•避難行動要支援者を災害時に迅速に避難支援できる体制を整えるため、要支援者名簿を作成し、民
生委員等と情報共有を図りました。

•男女共同参画の視点からの避難所運営研修や地域での防災講座の実施により、防災活動への女性の
参画を推進しました。

•適切な管理が行われていない空家の通報が増加しており、所有者へ適切な管理を行うよう通知していま
すが、改善（解体含む）割合は43%に留まっています。

•消費生活相談による消費者被害の回復や拡大防止、啓発事業による被害の未然防止や、多重債務
相談による債務整理のサポートなど、一定の成果をあげています。また、交通事故については、関係機関
と連携した交通安全対策に取り組みました。

•消防庁舎・車両等の消防施設を整備し、消防力の充実強化を図りました。

•消防団に安全装備品等を配備するとともに、年報酬や報償費を増額し処遇改善を行いました。

•救急救命士・指導救命士の養成や基幹３病院との連携により、救急医療体制の強化を図りました。

•令和7年度の鳥獣被害対策実施隊の隊員数は207名で、今後、隊員の高齢化等による減少が見込ま
れることから、狩猟免許の取得、新規銃の購入や捕獲わなの導入に対する支援を継続し、新たな人材の
発掘や育成を図りました。

•令和5年度末時点で市内249箇所・89.7㎞に及ぶ電気柵が整備されたほか、不要果樹の伐採本数は
310本に達するなど、市の支援による被害防除・環境整備に向けた地域ぐるみの取組みが着実に進んで
います。 

•防災対策研修会の開催や資機材整備補助等の支援により、自主防災組織の結成や自
主防災活動の活性化に向け、引き続き働きかけを行い、地域防災力の強化を図ります。

•スマートフォンを持たない高齢者や情報弱者も含めて全ての市民に確実に情報伝達する体
制構築のため、情報発信ツールの多重化などに取り組みます。

•原子力災害に備えた必要な体制整備と、市民等への原子力防災に関する普及啓発に引
き続き取り組みます。

•避難行動要支援者名簿登載者が、災害時の避難方法について事前に決めておく、個別
避難計画の作成を推進します。

•空家相談等の協定を締結している団体との連携強化や空き家バンクの利用促進など、より
有効な施策を検討していきます。

•デジタル化の進展によるオンライン取引の増加やサービスの多様化に伴い、消費者の利便
性が向上した一方、様々なトラブルも発生しているため、効果的な啓発や関係機関との連
携強化を推進します。同様に交通事故のない安全で安心なまちづくりを実現するため、総
合的かつ長期的な施策を推進していきます。

•消防施設を計画的に整備し、消防力の充実、地域防災力の強化を図ります。

•魅力ある消防団として、入団促進や若返りを図る等の更なる取組みを行います。

•増加する救急需要に対応できる救急医療体制を強化します。

•増加傾向にある鳥獣の出没事案に対応するため、地域住民の理解と協力を得ながら捕獲
の強化を進めるともに、ICT技術の活用に加え、より効率的かつ効果的な対策の導入等に
よる効率的な捕獲や追い払いを進めてまいります。

•鳥獣被害対策実施隊員の高齢化が進むなか、安定的・継続的な鳥獣捕獲や被害防止
に向けて、現行隊員ができるだけ長く活動できる環境づくりや新たな担い手確保や人材育
成に向けた取組みを行っていきます。
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施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

■関連する計画・ビジョン・事業

•ながおかヘルシープラン21

•長岡市食育推進計画

•長岡市自殺対策計画

•長岡市障害者基本計画・障害福祉計画 障害児福祉計画

•長岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

•長岡市国民健康保険特定健康診査等実施計画

•長岡市地域福祉計画

•長岡市地域公共交通網形成計画

•長岡市地域公共交通計画

•長岡市交通安全計画

•長岡市公共施設等総合管理計画

•長岡市公共建築物長寿命化計画

•長岡市過疎地域持続的発展計画

•長岡市空家等対策計画（第２期）

•長岡市住生活マスタープラン（第３期）

•基幹病院運営費助成事業

•休日診療事業

•平日夜間診療事業

•小児救急医療事業

•ひきこもり支援推進事業

•オンライン診療普及検討事業

•コミュニティ活動推進事業

•コミュニティセンター整備事業

•市民防災推進事業

•防災情報システム管理運営事業

•原子力安全対策事業

•消費生活センター事業



■施策の柱

豊かな自然とまちの魅力が共生し、暮らしやすく、快適で環境にやさしいまちづくりを目指します。

施策の柱５-１

拠点性を高めるまちづくり
の推進

施策の柱５-２

身近な生活基盤の整備・
活用

•交通利便性の高い都心地区と各地域の中心部への新たな都市機能誘導は実現しなかったものの、ま
ちなか居住が進み、バス路線は維持されています。

• コロナ禍の影響で、中心市街地の歩行者通行量や居住者数が減少していたものの、R5年度のミライエ
長岡の先行オープンや、イベントが徐々に再開したことなどにより、回復傾向にあります。また、起業数は
着実に増加しており、起業の場として浸透しつつあります。

•スマートICや左岸バイパス道路などの広域幹線道路網の整備により、関連する公設産業団地の企業
契約面積割合がR4年度末時点で80％を超えるなど、工業団地の拠点性が高まりました。

•公共施設の更新に合わせ、都心地区及び地域拠点の都市機能の再編・集約化を行い、拠点性を高
めました。（ながおか町口御門、ミライエ長岡、トチオーレ）

•都心地区と各地域拠点間を結ぶ基幹バス路線について運行支援を行い、公共交通の確保維持を図
りました。

•用途地区や地区計画の変更、特定用途誘導地区の指定による都市機能の維持・誘導を
図ります。

• コロナ禍が過ぎ、アオーレ長岡やミライエ長岡での多様な活動や交流を促進するとともに、に
ぎわいだけでなく新たな産業など新しい価値を生み出す場を創出し、市域全体の持続的な
発展を目指します。

•長岡西大積スマートICや左岸バイパス南延伸など広域幹線道路網の形成促進と快適性・
安全性のため、計画的に事業を実施します

•今後も都心地区及び地域拠点の都市機能の再編・集約化を行い、拠点性を高める取組
みを進めます。

•路線バスに限らず、地域の実情や需要に応じた交通手段を活用し、地域間の公共交通を
維持確保します。 

•交差点改良や道路整備、パークアンドライド、バス停整備などにより、渋滞緩和、移動円滑化、交通
事故の減少が図られました。

•主要路線の自転車通行空間は、計画総延長83.4kmのうち30.6％整備し、自転車通行が可能な
歩道12.2kmにもピクトグラムを設置しました。

•地域の実情に応じた市道の維持管理体制を確保するため、９地域で包括的業務管理委託を実施
しました。

•機械除雪や消雪施設の更新などにより、除雪水準を維持し、冬期間における経済活動や市民生活
の安定を確保してきました。

• H28～R7の10年間で除雪機械を61台更新しました。

•消雪パイプの更新をH28～R7の10年間で約125㎞実施しました。

•通学路における歩道整備や路肩拡幅等の安全対策をH28～R7の10年間で約18㎞実施しました。

•下水道は、３処理施設の統廃合により効率化を図りつつ、下水道使用料の改定を実施し、経営改
善に取り組んでいます。

•上水道は、施設や管路の予防保全と長寿命化を図りつつ、施設の統廃合など、効率的な施設整備
と資産のスリム化に取り組んでいます。

•今後は地域公共交通計画に基づき、必要に応じ、自転車通行空間の整備を行います。

•環境保全、レクリエーション、防災、景観など、緑が果たす役割について、市民の緑化意識の
醸成を図るとともに、緑化の推進に努めます。

•包括業務委託実施地域においては、さらに委託可能な業務について検討推進し、長岡・栃
尾地域では地元建設関係者の意見を聞きながら、継続的な維持管理体制の構築に務め
ます。

•機械除雪と消雪パイプを効果的に組み合わせた除雪対策により、さらなる冬期間の安全・
安心を確保します。

•交通安全プログラムを通じて歩行者の安全・安心な道路空間の確保に努めます。

•良好な下水道サービスを提供していくため、引き続き、経営改善に努めるとともに、適正な使
用料水準の検討を進めます。

•安全でおいしい水の供給を継続していくため、引き続き、効率的な施設整備と資産のスリム
化等の取組を進めます。

•寿クリーンセンターごみ焼却施設の建て替えの際には、リサイクルプラザ、生ごみバイオガス発
電センター、環境衛生センタ－、し尿前処理施設、中央浄化センターを含めて総合的な整
備を検討します。
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施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

施策の柱５-3

災害に強いまちづくりと
インフラの長寿命化

•上水道の強靭化を図り、基幹管路の耐震化率はR2年度からR7年度にかけて5ポイント上昇しました。
また、災害時における他団体との連携を強化しております。

•公共建築物について、専門家による劣化状況調査を実施し、それを基に各部局で工事の検討を行う
仕組みを構築。工事については、施設運営や財政面を考慮した計画を立て、長寿命化に必要な改修
を実施しています。

•市道における個別計画期間内の対策予定箇所の補修・修繕を100％実施し、雪や災害に強いまちづく
りを着実に推進しています。

•道路橋の法定点検一巡目において、早期に修繕が必要となった橋梁のうち40％程度の対策が完了し
ました。

•下水道の浸水対策について、H28年度からR6年度に予定していた４施設（表町貯留管、東新町2丁
目貯留管、琴平雨水調整池、寿町排水ポンプ場）を整備しました。

•住宅の耐震改修の補助制度や耐震化のPRを実施し、住宅の耐震化の普及拡大が図られました。

•上水道の基幹管路の耐震化に引き続き取り組み、災害時における断水リスクの軽減に努め
ます。

•災害時のリダンダンシー確保に資する道路を整備します。

•物流機能の低下など、市民生活や社会経済活動に多大な影響を及ぼす豪雪への対応とし
て、良好な除雪体制の維持に努めます。

•公共建築物、インフラ施設については、「予防保全」の取組をさらに強化するとともに、橋りょう
の集約化なども検討します。

•都市機能が集中する市街地の浸水対策を着実に推進します。

•住宅の耐震化率の最新値を踏まえ、引続き更なる耐震化に向けた取組を進めます。 

政策５ 都市環境の充実



施策の柱５–4

自然環境の保全・活用と
環境負荷の軽減

•環境配慮や環境保全のための指針により、ビオトープ造成や水生生物の生息環境に配慮した水路の
設置、農産物直売所による地元食材の消費拡大など、様々な取り組みが行われています。

• 3Rの推進や、ごみの出し方の統一により、ごみの排出量をH28年度からR7年度にかけて13％程度削
減しています。

•地球温暖化の基本的な知識と関心をもってもらうために、地球温暖化対策講座やエコロジー標語コン
クールなどを小・中学生を対象に実施しています。

•農村地域における環境配慮・保全について、引き続き推進していきます。

• 3Rやごみ分別の推進・徹底等により、ごみの排出量をさらに削減します。

•市民・事業者の地球温暖化対策の意識醸成と環境負荷の軽減につながる取り組みを推
進していきます。
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施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

■関連する計画・ビジョン・事業

•国土利用計画（長岡市計画）

•長岡市都市計画マスタープラン

•長岡版広域道路ビジョン

•長岡都市圏交通円滑化総合計画

•長岡市立地適正化計画

•長岡市中心市街地活性化基本計画

•長岡市景観アクションプラン

•活力創出交流基盤整備計画

•信濃川流域における工業団地のアクセス

•長岡市の安全で快適な道路ネットワークの形成

•長岡市ＩＣアクセス道路整備

•大手通坂之上地区市街地再開発事業

•長岡市地域公共交通計画

•長岡市自転車ネットワーク計画

•長岡市緑の基本計画

•長岡市水道事業経営戦略

•長岡市下水道事業経営戦略

•長岡市通学路の安全対策（防災・安全）

•長岡市通学路の安全対策（第2期）（防災・安全）

•長岡市の雪や災害に強く安全・安心な道路空間の形成（防災・安全）

 

•長岡市公共建築物長寿命化計画

•長岡市耐震改修促進計画(第3期)

•橋梁ストックマネジメント計画（橋梁長寿命化修繕計画）未来へつなげる橋
りょう長寿命化の推進（防災・安全）

•長岡市の雪や災害に強く安全・安心な道路空間の形成 （防災・安全）

•長岡市農村環境計画

•長岡市環境基本計画〈第３次計画〉

•長岡市環境基本計画〈第４次中間見直し〉

•長岡市地球温暖化対策実行計画

•長岡市地球温暖化対策実行計画〈区域施策編〉

•第４次長岡市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

•第３次長岡市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

•長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（H25～H30）

•長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（H30～R９） 



■施策の柱

地域資源の掘り起こしや磨き上げを行うとともに、国内外に向けた魅力の発信や交流の促進により、「長岡ファン」の拡
大を目指します。

施策の柱６-１

地域資源の掘り起こし・
磨き上げ

施策の柱６-２

全国・世界への情報発信

施策の柱６-3

交流人口の拡大

•官・民・産・学が連携しオール長岡でプロモーションを強化し、日本酒や味噌などの発酵文化のプロモーション、
錦鯉・長岡食材のブランド化を図りました。

• これらの取組や米の需要増により、ふるさと納税の寄付は増加し、R6年度は過去最高となる寄付件数14.4
万件、寄付額42.3億円を達成しました。

•令和５年度「摂田屋・宮内エリア観光まちづくり協議会」を設立し、にぎわいの創出や体験型コンテンツの造
成などについて検討を進めてきました。また、観光まちづくりを推進するための指針として「観光ビジョン」を策定
しました。今後も引き続き官民が連携し、本ビジョンの具現化に向けた取組を推進していきます。

•地域の団体、ときには地域外の関係人口と連携し、もみじ園や三島の里山の資源活用など、地域資源の
発掘や磨き上げを行い、新たな視点での議論や新しい地域活動団体も組織されました。

•引き続き地場産品の磨き上げ、長岡らしい特色のある返礼品の充実を図るほか、体
験型返礼品の充実や情報発信により、長岡市との関わりを深める取組みを進めていき
ます。

•今後は、交流人口の拡大にとどまらず、来訪者との継続的な関係構築による「長岡ファ
ン」の獲得を進めるとともに、観光産業の高付加価値化と観光消費額の拡大につなげ
ていく必要があります。花火に偏りがちな来訪需要を、年間を通じた周遊・滞在・宿泊
型観光へ転換するとともに、体験型・交流型コンテンツの充実により、再訪につながる仕
組みづくりを進めます。また、道の駅ながおか花火館や摂田屋・宮内地域などの拠点・
地域資源を市内周遊や宿泊、地域消費へ波及させる仕組みを強化し、交流人口の
拡大を地域経済の活性化につなげていきます。併せて、合併地域を含む各地域資源
を面的に結び付け、観光関連事業者や市民との連携のもと、持続可能で稼ぐ力のあ
る観光地域づくりを進めます。

• これまで活動してきた多くの団体で、高齢化による担い手不足が顕在化し、事業内容
の見直しや新たな人材の発掘、育成が課題となっており、コミュニティ推進組織と支所
が一体になり、関係団体との連携強化や外部人材の活用によるオール長岡で地域を
支える取り組みを進めていきます。

• WEBメディア「な！ナガオカ」を通じた魅力発信や移住定住相談センターでの相談受付、各種情報発信等を
実施しました。

•宿泊事業者を対象としたセミナーや勉強会を開催したほか、長岡産コシヒカリ「金匠」を贈呈する宿泊キャン
ペーンを実施する等、観光産業の競争力強化による魅力向上や、観光資源を効率的かつ効果的に認知して
もらえるようターゲットを絞った情報発信に取り組んでいます。

•今後は、観光資源を単に紹介するだけでなく、来訪や再訪につながる体験価値として
再編集し、市全体の魅力発信と一体的に展開していく必要があります。花火に代表さ
れる認知度の高い資源に加え、日本酒、発酵・醸造、食、海・山の自然、歴史文化
などを組み合わせたストーリー性のある観光商品化を進めます。また、合併地域を含む
各地域の魅力を面的に結び付け、周遊・滞在を促す発信を強化するとともに、DXやデ
ジタル媒体を活用しながら、国内外に向けて「行ってみたい」「体験してみたい」と思わせ
る発信力の向上を図ります。さらに、インバウンド需要の拡大を見据え、多様な来訪者
に選ばれる魅力づくりと受入環境の充実を進めます。

•越後長岡酒の陣は、コロナ禍を経て、R４年度から開催形態を入場券販売形式、３部入替制に変更しま
した。市外、県外へのPRを強化し、R6年度及びR7年度は入場券が開催前にで完売しました。令和７年
度は約４割が県外からの来場者で、イベント終了後の宿泊率は29.3％、近隣飲食店の利用は78％となる
など、県外からの誘客及び経済波及効果の創出に寄与しています。

•長岡まつり事業は、コロナ禍による中止などの影響で入込数が大幅に減少しましたが、再開後は急速に回
復しました。10年間の比較では減少となったものの、中止・再開を経て、交流人口のさらなる拡大に向けたコ
ンテンツの磨き上げなど、各主催団体が積極的に行う風土ができました（平和祭H28：57,000人 → 

R7：47,000人、観光ふれあい広場H28：30,000人 → R7：11,000人、わんぱくおまつり広場H28：
71,500人 → R7：19,000人）。

•道の駅ながおか花火館の令和２年度から７年度までの総来館者数は617万人、総売上額は約28.8億円
となり、本市を代表する観光交流拠点として着実に成果を上げました。

•今後は、交流人口の拡大を関係人口の創出・拡大へとつなげ、将来的な移住定住
や継続的な地域との関わりにつなげていく視点が重要です。来訪者が地域の人や文化、
暮らしに触れられる体験型・交流型観光を強化するとともに、教育旅行、地域滞在、
再訪促進につながる仕組みづくりを進める必要があります。また、宿泊や市内消費を伴
う滞在型観光を充実させることで、地域への理解と愛着を深める機会を増やし、定住
促進部門等と連携しながら、「訪れる人」を「つながる人」、さらには「戻ってきたいと思う
人」へ発展させる取組を進めます。
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施策の柱 10年間の実績（成果） 今後の方向性

■関連する計画・ビジョン・事業

•長岡市シティプロモーション戦略

•長岡市観光振興重点方針

•摂田屋・宮内エリア観光ビジョン

•シティプロモーション事業

•移住定住推進事業

政策６ 魅力創造・発信

•ふるさと納税事業

•長岡まつり事業

•道の駅ながおか花火館整備・管理

•国際交流協会事業 



■土地利用の方針

■総括（再掲）

国土利用計画（長岡市計画）に基づき、総合的見地に立った土地利用規制を図り、無秩序な開発を抑制するとともに計画的な土地利用を進めました。

人口減少を受け止め、「安全・安心で、持続可能なコンパクトなまち長岡」を実現するため、都心地区に広域かつ高次な都市機能を集積させるとともに、広域幹線道路網の整備や高速交通体系が
整った優位性を活かた拠点性を高める土地利用を図りました。

今後、さらなる人口減少や高齢化の進行に対応した市土利用・管理を図る必要があることから、国土利用計画（長岡市計画）に市土の管理構想を新たに定め、持続可能で自然と共生した土地
利用・管理を進めていきます。

方針 10年間の実績（成果）

• 国土利用計画（長岡市計画）に基づき、都市地域、農業地域、森林地域のバランスの取れた土地利用及び
ハザードエリアを意識した土地利用を進めました。

• 平成28年3月31日に景観アクションプランを策定し、「長岡らしい美しい景観まちづくり」に取組みました。

基本方針（１）

地勢上のつながりを踏まえ
た土地利用

地勢上のつながりを尊重し、恵まれた自然環境との調和や自然景観の維持に留意しな
がら、豊かな市民生活や活発な産業活動が展開される土地利用を図る

基本方針（２）

コンパクトで、広域的な拠
点性を高める土地利用

① 都心地区と地域の中心部等を相互に円滑で便利な幹線道路と公共交通で結ぶ
② 市街地は適正な規模にとどめ、既存の市街地を有効活用し、持続可能なまちづくり
を進める
③ 都心地区では広域かつ高次な都市機能を集積する
④ 高速交通体系が整った優位性を活かし、豊かな暮らしを支える中心都市として拠点
性を高める

基本方針（３）

各地域の多様性を活かし、
長岡の総合的な魅力を
発揮する土地利用

① 地域固有の資源を保有・活用し、地域の活性化を促進する
② 各地域の中心部では生活利便性の高い良好な環境を形成する
③ 都心地区へのアクセスのほか、市内地域間や市外とのアクセスに優れ、かつ災害に強
いネットワークを構築する

④ ひと・モノ・情報の双方向の活発な交流を促進し、地域活力やイノベーションにより新
たな価値を創出し、市の総合的な魅力を体感することのできる土地利用を図る

基本方針（４）

豊かさや安全・安心を支え
る土地利用

① 既存産業の事業展開の支援、新たな起業や産業の誘致を促進する土地利用を進
める
② 国土保全や水源のかん養、動植物の保全、防災機能、保健休養などの観点から、
自然環境の維持・保全を図る
③ 美しい風景を維持する景観まちづくりを推進し、愛着と誇りをもてる「ふるさと長岡」を
実現する
④ 地球温暖化や気候変動への対応、循環型・低炭素型社会の視点からもコンパクトな
まちづくりと公共交通の利便性確保を進める
⑤「日本一災害に強い都市」の実現に向け、安全・安心に暮らせる土地利用を図る

基本方針（５）

みんなで考え、実践する
土地利用

① 人口減少・高齢化の進展による諸課題に対して、行政と市民、事業者、地域・市民
団体などが役割を担い合い、協働・連携する土地利用を推進する

② 若者をはじめとする市民自身が参加、企画し、魅力を生み出す土地利用を応援する

• 「安全・安心で、持続可能なコンパクトなまち長岡」を目指す「長岡都市計画マスタープラン」を実行計画として
「長岡市立地適正化計画」を策定し、防災・減災の取組とコンパクトで広域的な拠点性を高める土地利用を
進めました。

• 円滑な道路交通と公共交通の確保をめざし、路線バスの維持をはじめ、公共交通空白地におけるコミュニティ
バスの運行や乗合タクシーの実証実験に取り組みました。

• 都市機能の集約及び広域幹線道路網の整備を図り、拠点性を高める土地利用を進めました。
• 公共施設の更新に合わせ、都心地区及び地域拠点の都市機能の再編・集約化を行い、拠点性を高めました。
（ながおか町口御門、ミライエ長岡、トチオーレ）

• 国の登録有形文化財である旧機那サフラン酒本舗をはじめとした歴史的建造物の保存や整備、街なみの修
景により、関係人口を拡大し、地域の活性化を図りました。

• 長岡東西道路の国道17号延伸（県事業）、左岸バイパスの北延伸（市事業）など、ラダー型広域幹線道
路網の整備を進めました。

• 公共施設の更新に合わせ、都心地区及び地域拠点の都市機能の再編・集約化を行い、拠点性を高めました。
（ながおか町口御門、ミライエ長岡、トチオーレ）【再掲】

• 長岡北スマート流通産業団地（平成30年3月都市計画決定）、長岡南越路IC地区及び中之島・見附IC

北地区（第6回定期線引き見直し（令和5年6月都市計画決定））を市街化区域に編入し、新たな産業
団地の整備に向けた取組を進めています。

• 平成28年3月に景観アクションプランを策定し、「長岡らしい美しい景観まちづくり」に取り組みました。
• コンパクトなまちづくりを進めるため、平成29年3月に長岡市立地適正化計画を策定するとともに、令和5年3月
には立地適正化計画の中間評価と防災指針を位置付ける改定を実施しました。

• 令和元年台風19号の被害状況を踏まえ、信濃川流域をはじめとした水災害リスクを低減するため、あらゆる関
係者と流域治水の取組を進めました。

• 地域コミュニティの維持・活性化を目的とした地区計画制度の活用及び土地利用規制の緩和等により、地域
の持続性確保を図る土地利用を進めました。

• 次世代を担う若い世代が身近な公園やみどりの維持管理に積極的に関われるよう、意識啓発や仕組みづくりに
ついて検討を進めています。

• 都市のスポンジ化に対応するため、低未利用ストックが利活用しやすい環境づくりや国の制度（低未利用土地
権利設定等促進計画制度など）を活用した支援の取組を進めています。

利用形態からみた
土地利用の方針

自然地、農地、住宅地、工業業務用地、その他の宅地 といった土地の利用形態に
応じた維持・利活用を進める

• 国土利用計画による土地利用規制と長岡市都市計画マスタープランなどの各個別計画を活用し、土地の利
用形態ごとに調和のとれた土地利用を進めました。
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土地利用構想



■地域づくりの共通方針

■総括（再掲）

方針 10年間の実績（成果）

方針１ 地域住民組織等、地域委員会、行政の
協働による地域資源の発掘・磨き上げ

• ほぼすべての事業で内容に合わせて、地域住民や小中高校生、町内会や商店街をはじめとする関係団体、ときには地域外の関係人口と連携し、もみじ園や三島の里
山の資源活用など、地域資源の発掘や磨き上げを行い、新たな視点での議論や新しい地域活動団体も組織されました。

方針２
11地域の「地域資源」同士を連携させる
など、「オール長岡」で魅力を創出

方針３ 魅力・価値向上のための効果的な
情報発信の実施

• 個別事業では、中学生が地域を越えて歩きながら各地域の宝に触れる事業や、ミニSLを設置することで親子で楽しめる食のイベント、長岡造形大学生のアイデアを採り
入れたキャンドルナイト、友好都市との小学生同士で交流した自然体験学習など、地域外の団体や学生との協力によりさまざまな工夫を行いました。

• 交流した自然体験学習など、地域外の団体や学生との協力によりさまざまな工夫を行いました。
• 一方で、各地域の資源を結び合わせた「オール長岡」で魅力を創出については、各地域の開催されている灯りイベントがアオーレ長岡や他地域へ出張開催、高専生によ
る地域資源紹介パネルの作成と展示、寺泊とミライエを繋いだイベントの実施などに取り組みましたが、さらなる連携策を検討していきます。

• 新聞折込やホームページ掲載のほか、インスタグラムなどSNS等の活用、PR動画の公共施設での放映、国県との連携による相互広報やスタンプラリーの実施、ゆかりのあ
る他県のイベントに参加してのPRなど、市外へ向けて積極的なPRを行いました。

• また、山古志地域では住民主体の取組みにより、NFTを活用して定住人口を上回る関係人口を創出するなど、地域の魅力・価値向上につながっています。
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各地域において、地域住民組織、各種活動団体等と行政の協働によって、各地域資源の発掘や磨き上げる取組、また、地域外の関係人口との連携、さらには、SNSなどの新しい媒体も活用した情
報発信も行ったことで、地域資源を再認識したり、新たな視点での議論や新しい地域活動団体が組織されるなど、新たな活力が生まれています。

一方、これまで活動してきた多くの団体で、高齢化による担い手不足が顕在化し、事業内容の見直しや新たな人材の発掘、育成が課題となっています。

そこで、地域委員会に代わる新しい体制として、コミュニティ推進組織と支所が一体になり、関係団体との連携強化や外部人材の活用によるオール長岡で地域を支える取り組みを進めていきます。

■各地域の取組
地域 関連する取組一覧 特に成果のあった取組等の概要

中之島

• 見附今町・長岡中之島大凧合戦宝の磨き上げ事業
• 大竹邸記念館地域の宝磨き上げ事業
• なかのしま若者会議事業
• 「ようこそなかのしま！」イメージアッププロジェクト事業
• なかのんＰＲ事業

【見附今町・長岡中之島大凧合戦宝の磨き上げ事業】
• 大凧合戦に関わる機会が少ない地区の地域の子どもたちに伝統行事
の魅力を実際に体感してもらい興味・理解を深めてもらうことで次世代
への継承を図りました。
【「ようこそなかのしま！」イメージアッププロジェクト事業】

• 春・秋の植栽会、ﾌﾟﾗﾝﾀｰや花壇の植栽管理、公園イルミネーションと
いった環境整備を伴うイベントを実施しました。

• これにより、7.13水害の被害を風化させず、さらに中之島のイメージアッ
プにもつながりました。

越路

• ホタル関連事業
• もみじ園とその周辺関連事業
• 光の祭典
• 来迎寺ていしゃば ストリートフェス
• こしじ健康ウォーキング

【ホタル関連事業事業】
• ホタル授業等を通じて、子どもたちに地域の宝としての認識と地域への
愛着を持ってもらうことができました。

• ホタルまつりでは、家族全員で観賞しているケースが多く、ホタルが世代
をつなぐ架け橋となっています。

三島

山古志

小国

• 「越後みしま 竹あかり街道」事業
• みしまの里山資源活用プロジェクト事業
• 日吉大好き！三島大好き！事業

【「越後みしま 竹あかり街道」事業】
• 越後みしま 竹あかり街道開催にあたり、地域の竹を400本伐採し、竹
灯籠に利用することにより、里山保全に寄与しました。

• 小学生、中学生から活動に参加してもらい、里山の保全活動や地域
の良さを認識する機会を提供しました。

• 棚田・棚池及び震災体験発信事業
• 山古志の棚田・棚池及び震災アーカイブス

【棚田・棚池及び震災体験発信事業】
• 継続的な活動により、デジタル村民などの山古志ファンの獲得を進め、
地域住民との交流のほか、現地での作業など、地域住民、デジタル村
民で共創する地域づくりにつながっています。

• 音楽交流イベント事業
• トレイルランニングを活用した地域振興事業
• 年間を通じたトレイルランニングの聖地化事業
• おぐに“まるっと”スタンプラリー事業
• 小国和紙等をテーマとした武蔵野市との交流事業

【トレイルランニングを活用した地域振興事業】
• 参加者と地元住民との交流（応援やおもてなし）により、ファンの獲
得につながっている。地域を挙げての運営により、誇りや達成感の醸成
につながっています。

和島
• 良寛、住雲園、村岡城址等活用事業
• 島崎の魅力発信事業
• 花街道わしま事業
• 椿の森活性化事業

【島崎の魅力発信事業】
• はちすば通り良寛てまり座に地域内外から約５００人が来場されたこ
とで、多くの方に島崎の魅力を発信することができました。

寺泊

栃尾

与板

川口

• 楽山苑活用事業
• ボランティアガイド養成事業
• 豪商の文化「聞香」体験事業
• 与板を知ろう 長岡を知ろう事業
• 日本初のビール醸造家「中川清兵衛」知名度アップ
プロジェクト

• キャンドルナイト＠与板 等

【楽山苑活用事業】
• 春・秋のライトアップでは、毎年、企画を工夫することで周知も広まり、来
場者・リピーターの増加につながりました。
【キャンドルナイト＠与板】
• 地域住民、長岡造形大学学生の有志と連携して盛り上げ与板の魅力
を広く発信しています。

• 森を愛する日事業
• 「ふるさとの森」磨き上げ事業
• 森・里・海をつなぐ川の会事業
• 魚のつかみどり 川とのふれあい事業
• 天神ばやし保存・継承事業
• 「川口地域の魅力」情報発信事業
• 住民交流等をテーマとした狛江市との交流事業

【魚のつかみどり 川とのふれあい事業】
• 毎年８月第１日曜日の「魚のつかみどりイベント」が定着し、親子を通じ
たファン層獲得のほか、一般体験のほかに社会福祉体験枠（ろうあ者対
象）も設け、イベント活動の幅を広げるなど団体の気運も高まっています。

• 友好都市狛江市への交流PRとして、いかだレースにも積極的に参加して
います。

• 寺泊の海・海洋資源事業
• 健康とスポーツの祭典
• 寺泊の海・寺泊歴史街道事業
• つわぶき祭
• 良寛思い出プロジェクト
• 海等をテーマとした伊勢崎市との交流事業

【寺泊の海・海洋資源事業】
• 継続的な活動により、きれいな砂浜・海の重要性が浸透してきています。
【健康とスポーツの祭典】
• 地域の団体が積極的に参加し、市内外の交流人口の増加につながりま
した。

• 「上杉謙信公旗揚げの地」磨き上げ事業
• 「上杉謙信公旗揚げの地」伝承とガイド力向上事業
• 「上杉謙信公旗揚げの地」伝承・PR事業
• 子どもの健康づくり推進事業
• トチオノアカリ支援事業
• 道院高原魅力再発見事業 等

【「上杉謙信公旗揚げの地」磨き上げ事業】
• 住民参加型の事業を継続実施することにより、地域の連帯感や地域の
宝を守っていこうという機運の醸成につながりました。
【トチオノアカリ支援事業】
• 子どもたちを巻き込んだ継続実施により、地域内外へのＰＲと定着が図
られ、交流人口の増加につながりました。

長岡
• シティホールプラザ「アオーレ長岡」運営事業
• ミライエ長岡事業
• 摂田屋・宮内エリア観光ビジョン

【シティホールプラザ「アオーレ長岡」運営事業】
• アオーレ長岡では、ナカドマやアリーナを中心とした市民主導のイベントが
全体の80％を超え、これまで延べ1300万人の利用がありました。あらゆる
世代の多様で自発的な活動を実現する場として、また、市民活動の「ハ
レの場」としてアオーレ長岡は確実に定着しています。

地域 関連する取組一覧 特に成果のあった取組等の概要

『地域資源』を活かした地域づくり
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